嘉手納町住宅リフォーム支援事業補助金交付規則
　（目的）
第１条　この規則は、町民が自己の居住する住宅を町内の施工業者を利用してリフォーム工事をする場合に、予算の範囲内で住宅リフォーム支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、快適に安心して暮らせる住環境の整備及び地域経済の活性化に寄与することを目的とする。
（定義）
第２条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1) 　住宅　町内において自己が所有する家屋（店舗、事務所等を併用する家屋については、居住の用に供する部分のみ。）をいう。

(2) 　リフォーム工事　住宅の修繕・補修・改築等を行う工事をいう。

(3) 　町内施工業者　町内に本社を有する法人又は町内に住民登録をしている個人事業者をいう。

（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件を満たすものとする。

(1) 　本町の住民基本台帳に記載されている者であって、日本国内に本籍があること。
(2) 　リフォーム工事を行う住宅の所有者で、現に居住していること。

(3) 　補助金の交付を受けようとする者（以下「補助対象者」という。）及び同居者全員が、町税その他町が徴収する料金等を滞納していないこと。
２　補助金の交付は、同一住宅及び同一補助対象者については一回を限度とし、共有名義の住宅については共有者の内一人に限り交付するものとする。
３　前２項の規定にかかわらず、町長は、特別な理由があると認める場合は、補助金を交付することができる。
　（補助対象工事）
第4条 補助対象となるリフォーム工事は、次の各号いずれにも該当するものとする。

(1)　総工事費１０万円以上（消費税及び地方消費税を含む。）のリフォーム工事であるこ
と。
(2)　リフォーム工事に着手する年度の末日までに第９条の規定による完了報告をする

ことができるリフォーム工事であること。
(3)　町内施工業者が行うリフォーム工事であること。
(4)　補助金を受けようとするリフォーム工事について、国、県又は町の他の制度による補助を受けていないこと。
　（補助金の額）
第５条　補助金の額は、補助対象工事に要する経費に１００分の５０を乗じて得た額又は３０万円のいずれか低い額とする。

２　補助金の額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
　（補助金の交付申請）
第６条　補助対象者は、町内施工業者とリフォーム工事に係る契約の締結前に、住宅リフォーム支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならない。
1  リフォーム工事図面及び見積書
2  リフォーム工事前の現場写真（住宅の全景、改修箇所等）
　⑶　建物登記簿謄本又は固定資産評価証明書
　⑷　補助対象者及び同居者全員の住民票謄本（本籍が記載されているもの）
　⑸　その他町長が必要と認めるもの
　（補助金の交付決定）
第７条　町長は、前条の規定により申請があった場合は、これを審査し、補助の可否を決定し、その旨を住宅リフォーム支援事業補助金交付（決定・却下）通知書（様式第２号）により補助対象者に通知する。
２　町長は、補助金の交付の決定について条件を付すことができる。
　（申請内容の変更等）
第８条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者（以下「交付決定者」という。）は、補助対象工事の内容の変更又は一部若しくは全部の廃止をしようとするときは、住宅リフォーム支援事業補助金交付変更等承認申請書（様式第３号）により町長に申請しなければならない。
２　町長は、前項の規定により申請があった場合は、これを審査し、住宅リフォーム支援事業補助金変更等（決定・却下）通知書（様式第４号）により交付決定者に通知する。
　（完了報告）
第９条　交付決定者は、リフォーム工事が完了したときは、完了した日から３０日以内に、住宅リフォーム支援事業補助金工事完了報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
1 　リフォーム工事代金領収書の写し
2 　リフォーム工事後の現場写真（住宅の全景、改修箇所等）
3 　その他町長が必要と認めるもの
２　町長は、前項の規定により報告があった場合は、必要に応じ現地調査等を行うことができる。
　（補助金の額の確定）

第１０条　町長は、前条第１項の規定により報告があった場合は、これを審査し、補助金の額を確定し、住宅リフォーム支援事業補助金交付確定通知書（様式第６号）により当該交付決定者に通知する。
　（補助金の請求及び交付）
第１１条　前条の規定により通知を受けた交付決定者は、住宅リフォーム支援事業補助金交付請求書（様式第７号）を町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項の規定により請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。
（補助金の交付決定の取消し）

第１２条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 　偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたことが判明したとき。
(2) 　第７条第２項の条件に違反したとき。
(3) 　その他町長が適当でないと認めたとき。
（補助金の返還）

第１３条　交付決定者は、町長が補助金の交付決定を取り消した場合において、補助金が既に交付されているときは、町長が定める期限内に当該補助金を返還しなければならない。

（委任）
第１４条　この規則に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
　１　この規則は、公布の日から施行する。
　（この規則の失効）
　２　この規則は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この規則の失効前に第７条第１項に規定する補助金の交付決定を受けた補助対象者については、同日後も効力を有する。
